
(単位：千円）

⑵ ⑶① ⑶② ⑷ ⑸ ⑽ ⑾ ⒀

年 月 年 月 指標値
目標
年月

金額

合計： 36,528 0

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ － － － － －

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

27 3 27 12 ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

27 3 27 7 ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○ ○ ○

公立保育園
では石川県
内初

教育文化部
文化振興課

健康福祉部
健康推進課

健康福祉部
子育てあん
しん課

総務部企画
課

該当なし

該当なし 0

0

該当なし

該当なし 0

0

効果の検証の方法・体制：
保育園利用者及び保育士よ
り聞き取り調査を行い事業
実施の効果検証を行う。

時期：平成28年２月（予
定）

方法・体制：申請件数の増
加及び申請率を、年度集計
にて評価を実施

時期：平成28年3月末（予
定）

日本をはじめ海外の各国か
らアクセス数の集計を行い
検証を実施

H28年4月～H29年3月

H28.3

市民アンケート等による調
査結果及び支給件数。検証
は各年ごとに前年度の成果
を野々市市創生総合戦略推
進会議（産学官民金労委員
10名）で検証する。

基礎交付金

基礎交付金

基礎交付金

H26（補正）

外国観光客誘客事
業

市内に点在する国・市指定文
化財をはじめ、地域の歴史遺
産などの情報を外国人観光客
に提供するため、英語など、
多言語表記サイトを作成す
る。

ひとの流れを創る
～子育て・定住へ～
合計特殊出生率
５年後に1.70

任意の予防接種費用を助成・
管理することにより、子ども
の健康を増進し、接種事故を
防止する等、安心して子ども
を産み育てられるまちづくり
を目指す。
0歳～中学3年生までの子育て
世代への支援の充実を図るこ
とで、定住化の促進を目指
す。

子ども任意予防接種費用助
成事業導入費
　
※１
子ども任意予防接種費用助
成事業全体経費
　5,500千円

子ども・子育て支
援事業

保育園での子ども・子育てを
支援する上で重要な、保護者
とのコミュニケーションの向
上を図ることを目的とし、情
報の発信や、アレルギー対象
児童の徹底管理を行う。ま
た、延長保育の充実を図る登
降園の管理を行うことによ
り、保護者の安定した雇用の
促進につなげるとともに、少
子化対策に寄与するものとす
る。

アレルギー食支援420千円
情報発信支援　4,000千円
延長保育支援　6,580千円

※１
保育の実施事業
　56,348千円

Ｈ25年度
対象者数　8,380人
申請件数　4,836件
申請率　57.7％

申請率の向上を目
指す
申請率：2％向上

アレルギー児童の
受入対応件数100％

延長保育利用者の
増　10％アップ

待機児童ゼロを継
続

H27.12

観光案内サイトの
アクセス数の向上
を目指す
アクセス数：10％
向上

10,000

当市全域での人口推移及び
地区単位での人口推移分析
及び評価等を学官民連携に
より実施する（調整中）

その他、総合戦略策定に係
る委員報酬等の事務経費

まち・ひと・しごと創生法第
10条の規定に基づき、当市の
人口や産業等の現状について
専門的な調査を行い、かつ、
分析及び評価を実施し、その
結果を受けて当市の総合戦略
を策定する。

（仮称）野々市市
まち・ひと・しご
と創生総合戦略策
定事業

メニュー例の各分野に該当し
ている場合はその番号（①地
方版総合戦略の策定のための
調査委託、②UIJターン助成、
③地域しごと支援事業等、④
創業支援・販路開拓、⑤観光
振興・対内直接投資、⑥多世
帯交流・多機能型ワンストッ
プ拠点（小さな拠点）、⑦少
子化対策（地域消費喚起等型
対応等を除く。）
※　複数可

【方法・体制】
外部有識者による効果検証
を行うことを想定

【時期】
平成28年３月（予定）

5

こども医療費・ひ
とり親家庭等医療
費助成制度（医療
機関窓口負担の軽
減）

子育てしやすい環境整備を図
るため、これまでの「償還払
い方式」に変えて「現物給付
自動償還払い併用方式」で実
施する。窓口負担通院１回500
円限度・入院１か月1,000円。
現物給付方式にすることによ
り、医療機関で２割ないし３
割の一部負担金を支払う必要
がなくなり、乳幼児・児童生
徒がより受診しやすい子育て
環境を整備する。
本市は、出生数が増加傾向に
あり乳幼児期等の受診数が多
いことから、この事業は子育
て世帯への支援となり、この
ことにより、子育て世代であ
る若年層の市外流出や定住へ
と繋がり、先行的な当市の創
生に資する事業である。

こども医療費・ひとり親家
庭等医療給付のためのシス
テム改修費
委託料　16,016,400円

27

１箇月間の受診件
数　前年度同月比
10%増（運用開始平
成28年１月予定）

4,528

1,000

27 3 27 7

上乗せ交付金
（タイプⅡ） 10,000 H27.6（補正） 8 28 3

基礎交付金

英語・韓国語・中国語等の
観光案内のサイト作成業務
委託
4,600千円

H26（補正）

子ども健康管理事
業

Ｈ28.3

Ｈ28.3

担当
部課名

備考

1

まち・ひと・しごと
の創生に向けた政策
５原則との関係

①自立性
②将来性
③地域性
④直接性
⑤結果重視

本事業における重要業績
評価指標（ＫＰＩ）

【任意回答】

地方版総合戦略に盛り
込む予定の基本目標及
びその数値目標と本事
業との関係

効果検証の方法、時期及び
体制

施設整備費（補修を含む）を含
む場合は、その内容・金額

H26（補正） 27 2 28 3

交付対象事業の名
称

事業の概要：目的

※本交付金の目的の趣旨に
沿ったものであることを記入

事業の概要：交付金を充当
する経費内容

※1　全体の施策の一部に
本交付金を充当する場合
は、全体の事業についても
記入。

※2　個人等に対する給付
事業の場合は、その旨記入

交付対象事業に
要する費用

予算
区分

事業
始期

事業
終期

平成26年度　地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）【事業完了分】

該当なし 0
健康福祉部
子育て支援
課

4

3

⑹① ⑹② ⑺ ⑻ ⑼ ⑿

Ｎｏ

2 H26（補正）11,000

区分

資料 ４－３ 


